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（参考資料）郵政民営化法等の一部を改正する法律



郵政民営化法平成２４年改正前後の日本郵政グループの再編成

議決権ベース：36.4％※１

【当初の郵政民営化法】
（平成19年10月～平成24年9月）

政 府

日本郵政
【特殊会社】

完全処分義務
（平成29年9月末まで）

【
一
般
会
社
】

郵
便
保
険
会
社

【
一
般
会
社
】

郵
便
貯
金
銀
行

【
特
殊
会
社
】

郵
便
局
会
社

【
特
殊
会
社
】

郵
便
事
業
会
社

100％ 保有義務
ユニバーサルサービ
ス義務(郵便)

【改正後の郵政民営化法】
（平成24年10月～現在）

政 府

日本郵政
【特殊会社】

1/3超 の保有義務

その全部を処分することを目指し、
両社の経営状況、郵政事業に係る
基本的な役務の確保の責務への
影響等を勘案しつつ、できる限り
早期に、処分

【
特
殊
会
社
】

日
本
郵
便
会
社

（
郵
便
会
社
＋
郵
便
局
会
社
）

【
一
般
会
社
】

郵
便
保
険
会
社

【
一
般
会
社
】

郵
便
貯
金
銀
行

1/3超 の保有義務

100％ 保有義務
ユニバーサルサービ
ス義務(郵便、貯金・保
険の窓口業務の基本
的サービス)

※１ 令和８年５月末時点
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議決権ベース：49.9％※２議決権ベース：49.8％※２

※２ 令和８年３月末時点



日本郵政グループ株式処分の進捗状況

２０２６年
（令和８）

2025年
（令和7）

2024年
（令和６）

2023年
（令和５）

2022年
（令和４）

2021年
（令和３）

2020年
（令和２）

2019年
（令和元）

2018年
（平成
30）

2017年
（平成
29）

2016年
（平成
28）

2015年
（平成
27）

日本
郵政
株式

ゆう
ちょ
銀行
株式

かんぽ
生命
株式

政
府
保
有

日
本
郵
政
保
有

三次売却
33.3％

（5/31現在）
36.4％

自己株式
消却・取得※１

※１日本郵政の自己株式取得は、市場からの取得のほか、政府からの取得も含まれる。
※２ゆうちょ銀行、かんぽ生命の自己株式取得は市場からの取得のほか、日本郵政からの取得も含まれる。

自己株式
消却・取得※２

（3/31現在）
49.9％

自己株式
消却・取得※２

（3/31現在）
49.8％

※「％」は、日本郵政は政府による保有割合、ゆうちょ銀行・かんぽ生命については
日本郵政による保有割合。いずれも議決権ベース。

株式上場
一次売却
89.0％

自己株式
取得※１

11月

株式上場
一次売却
89.0％

11月

株式上場
一次売却
89.0％

11月

二次売却
63.3％

自己株式
消却・取得※１

9月 10月

二次売却
60.3％

３月

二次売却
64.5％

４月
５月～６月

日本郵政から
自己株取得等
49.9％

（売却とは株式市場への売却のことを指す）

三次売却等
49.9％

３月～６月
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郵便局の基盤的サービス提供業務について

○ 日本郵便の本来業務に、基盤的サービス（公共サービスその他の地域住民が日常生活及び
社会生活を営む基盤となるサービス）の提供であって、郵便の業務等に係る経営資源（局舎、
集配ネットワーク、郵便局ネットワーク等）を活用して、国や地方自治体、事業者等の委託を
受けて行う、「基盤的サービス提供業務」を追加。郵便局の持つ強みを活用し、それ
ぞれの地域の需要に応じたサービスの提供を想定。

○ 基盤的サービス提供業務の具体的イメージ

郵便局ネットワークを活用した、地方自治体等公的機関、地域金融機関、鉄道事業者、医療機関等の委託を
受けて行う、自治体事務窓口業務、銀行手続事務の受付、駅窓口業務、オンライン診療サポート、見回りサービ
ス、医薬品配達サービス等

地銀等

郵便局

委託

自治体窓口業務・銀
行手続事務の受付

駅窓口業務鉄道会社

医療機関 オンライン診療サポート

自治体等

見回りサービス等
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郵便局ネットワーク維持等のための新たな交付金の創設

○ 日本郵便では、本法改正によって、地域住民が必要な基盤的サービスを受けることができる環境維持のため、地
域需要に応じ、その経営資源の活用の責務を負う。

この基盤的サービスの責務を含めた郵便局の業務を遂行する上で不可欠な郵便局ネットワークを、正社員２名で維
持等するのに必要な費用に充てるための新たな交付金を創設する。

○ 新たな交付金の導入により、郵便事業に係る費用が新交付金相当額減少する。

【現行】

【新交付金（約650億円と仮定）導入後】

郵政管理・支援機構
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郵政民営化法によるゆうちょ銀行とかんぽ生命保険の主な上乗せ規制

※2 届出制においては、ゆうちょ銀行は他の金融機関等、かんぽ生命保険は他の生命保険会社との間の
適正な競争関係及び利用者への役務の適切な提供を阻害することのないよう特に配慮する義務あり。

２ かんぽ生命保険

保険業法の規制
（新規業務認可、子会社保有認可等）

限度額1,000万円
（加入後４年以上経過した契約は、さらに1,000万円まで可） （限度額なし）

（新規業務規制なし）

かんぽ生命保険 他の民間生保

主
な
上
乗
せ
規
制

日本郵政による議決権

保有比率49.8%※1

新規業務規制
（株式の1/2処分(令和３年６月)後、認可制から届出制へ移行）※2

子会社保有認可、保険会社等保有禁止 （子会社規制なし）

保険業法の規制
（新規業務認可、子会社保有認可等）

１ ゆうちょ銀行

銀行法の規制
（新規業務の承認、子会社保有認可等）

限度額
通常1,300万円・定期性1,300万円 （限度額なし）

（新規業務規制なし）

ゆうちょ銀行 他の民間銀行

銀行法の規制
(新規業務の承認(免許条件が付された場合)、子会社保有認可等)

主
な
上
乗
せ
規
制 子会社保有認可、銀行保有禁止 （子会社規制なし）

新規業務規制
（株式の1/2処分(令和７年６月)後、認可制から届出制へ移行）※2

※1 令和８年３月31日時点

日本郵政による議決権

保有比率49.9%※1
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１．郵便貯金（ゆうちょ銀行）の限度額 ２．簡易保険（かんぽ生命保険）の限度額

限度額年 月限度額年 月
２５０円大正 ５年 １０月５００円明治 ８年 ５月
３５０円１１年 ９月（制限撤廃）１４年 １月
４５０円１５年 ５月５００円２４年 １月
７００円昭和 １３年 １０月１千円３８年 ７月
１千円１７年 ４月２千円大正 ９年 １０月
２千円１９年 ４月３千円昭和１６年 ７月
５千円２１年 １０月５千円１７年 ４月

２万５千円２３年 １月１万円２１年 ８月
５万円２４年 ６月３万円２２年 １２月
８万円２７年 ６月１０万円２７年 ４月
１５万円２９年 ４月２０万円３０年 ６月
２０万円３２年 ４月３０万円３２年 １２月
２５万円３３年 ４月５０万円３７年 ４月
３０万円３６年 ４月１００万円４０年 ４月
５０万円３７年 ４月１５０万円４７年 １月
１００万円３９年 ４月３００万円４８年 １２月

１５０万円（特養のみ）４２年 ７月５００万円６３年 ４月
１５０万円４３年 ４月７００万円平成 ２年 １月
２００万円４４年 ６月１，０００万円３年 １１月
３００万円４７年 ５月１，３００万円２８年 ４月

５００万円（定期のみ）４９年 １０月通常1,300万円・定期性1,300万円３１年 ４月
５００万円５０年 ４月

８００万円（定期・特養のみ）５０年 １２月
１，０００万円５２年 ９月

１，３００万円（加入後４年経過の場合）６１年 ９月
２，０００万円（加入後４年経過の場合）平成 ２８年 ４月

郵便貯金（ゆうちょ銀行）・簡易保険（かんぽ生命保険）の限度額の推移
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日本郵政グループ（連結※１）の決算における経常収益・経常利益の推移

30,970 24,885 22,079 22,053 22,345 21,258 20,763 20,781 19,689 18,972 20,449 18,454 17,995 19,467 19,776 20,642 26,517 25,220 28,522 

150,051155,337145,926133,754
125,386

118,349
112,341101,692 96,057 86,594 79,529 79,166 72,114 67,862 64,542 63,795 67,441 61,653 56,257

19,035 32,135 31,287 
30,881 30,234 29,835 

28,887 29,620 36,484 37,658 
38,874 

39,667 
38,433 38,453 36,630 34,612 

33,314 34,534 
36,667 

200,196

199,617

187,736
174,689 166,614

158,491
152,401

142,588
142,575

133,265
129,203

127,749
119,501 117,204

112,647

111,385 119,821
114,683

114,405

0
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100,000

150,000

200,000

250,000

10,732 

3,852 4,942 5,265 5,762 5,935 5,650 5,694 4,819 4,420 4,996 3,739 3,791 3,942 4,908 4,555 4,960 5,845 
7,591 

4,524

2,142
3,796 4,222

5,313 5,293 4,627
4,926 4,115 2,797 3,092 2,648 2,866 3,457 3,561 1,175 1,611 1,702

2,719

(137)

1,427 
1,194 

(308)

327 801 565 228 423 
522 

854 1,798 1,681 1,491 1,435 794 21 25 
184 

16,465

8,305
10,072 9,569

11,768
12,250

11,036

11,158

9,662 7,952 9,161
8,306

8,644
9,141

9,914 6,574
6,683 8,145 10,749

▲ 5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

ゆうちょ銀行 かんぽ生命 日本郵便 日本郵政

【経常収益：億円】

【経常利益：億円】

※１ かんぽ生命及び日本郵便はH24年度まで、ゆうちょ銀行はH28年度まで単体決算値。※２ 日本郵便のH24年度以前の数値は、郵便事業(株)と郵便局(株)の数値の合算値。
（出典）日本郵政グループ決算資料から作成
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26,314 
21,995 21,228 19,812 19,108 18,862 18,572 18,189 18,030 17,730 17,222 16,781 16,350 15,244 14,858 14,445 13,578 12,566 11,751 

249 
2,256 2,425 

2,622 2,872 3,101 3,324 3,320 3,416 3,498 3,637 3,650 3,569 
3,299 3,346 3,113 

2,873 3,241 3,174 

162 

272 277 
347 383 382 428 527 569 521 615 585 546 

594 569 554 
548 558565

67 176 261 357 428 
497 420 426 

462 537 563 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H13 H19 H20 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

ゆうパケット

ゆうパック

ゆうメール

郵便物

引受郵便物等物数の推移

（参考）宅配便市場における物数の推移
単位：百万個

＜郵便物＞
対前年度比▲6.5％

＜ゆうメール＞
対前年度比▲2.1％

＜ゆうパック＞
対前年度比＋1.3％

＜ゆうパケット＞
対前年度比＋4.7％

令和７年度

平成13年度総引受物数との比では▲40％
郵便物については▲55.4％

※ 日本郵便ではH28.10以降、ゆうパケットの分類を｢ゆうメール｣から｢ゆうパック｣に変更。
（上のグラフではH26～H28も｢ゆうパック｣に含めているため、上下グラフで数値が一致しない。）

出典：日本郵便(株)プレスリリース

出典：国土交通省 宅配便等取扱個数の推移
（国土交通省調べ）

単位：百万通､個

○ 引受郵便物等物数の推移

〇 令和７年度総引受物数（荷物含む）については、令和６年度比5.0％の減少となった。
○ 郵便の引受物数は、平成13年度をピークに毎年減少し、令和７年度はピーク時比 55.4％の減少。

計26,725

計16,053
計16,902

1,235 1,265 1,354 1,430 1,495 1,673 1,629 1,738 1,874 1,844 1,811 1,807 2,104 2,285 2,349 2,305 2,332 
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1,358 1,380 1,370 1,382 1,282 
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1,091 989 980 1,010 1,096 

341 201 49 1 1 1 1 
285 270 265 277 281 307 295 287 
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283 300 306 310 322 

計3,212 計3,137 計3,220 計3,401 計3,526 計3,637 計3,614 計3,745 
計4,019 

計4,251 計4,307 計4,323 
計4,836 計4,953 計5,006 計5,007 計5,031 
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ヤマト運輸

8



日本郵便（単体）の収支の推移

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

営業収益 29,753 28,860 27,612 27,213 27,729 29,061 27,630

経常損益 1,556 1,219 833 29 2 450 ▲ 921

当期純損益 405 905 663 71 ▲ 45 450 ▲ 876

29,753
28,860

27,612 27,213 27,729
29,061

27,630
1,556

1,219

833

29 2

450

▲ 921

405

905

663

71
▲ 45

450

▲ 876
-1,000

-500

0

500

1,000

1,500

2,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
営業収益 経常損益 当期純損益

※ Ｒ２年度からＲ７年度までは実績、Ｒ８年度は事業計画上の見通し。
※ Ｒ２年度からＲ６年度までは実績、Ｒ７年度・Ｒ８年度は事業計画上の見通し。

（経常損益・当期純損益：億円）（営業収益：億円）

9

▲830
▲790 ※日本郵便（連結）の

令和８年度通期予想

10
※日本郵便（連結）
の令和７年度通期
予想（令和７年11月
時点）


